
 今回、①関税を中心とするトランプ政権による様々な施策の日本企業への影響と
②人材不足のなかでの外国人材活用時の留意点について最新情報を提供する
「海外展開セミナー」を開催します｡支援機関からは、令和7年3月に発足した「長野県
海外展開企業サポートネットワーク」についてもご紹介させて頂きます。

「外国人材活用についての留意事項」

令和7年 6月19日（木） 13：00～14：30

【長野会場】 長野県信用組合本店
２階 大会議室 （長野市新田町1103－１、受付12：30～）

6月6日（金）までに、下記ＵＲＬ もしくは 二次元バーコード
から「ＷＥＢ申込フォーム」に入力してお申込みください。

※ご登録いただきましたお客様の情報につきまして、利用目的は、①本セミナーの実施・運営、②アンケート
の実施等による調査・研究及び参考情報の提供のみとし、当該目的以外では利用いたしません。

https://krs.bz/jfc_chusho/m?f=506

申込方法

支援機関の各種支援策  

直接会場にお越しください。
（お車の方は、会場東側に隣接する「なみきパークけんしん本店駐車場」、もしくは
「パーキング24」をご利用ください。会場受付にて無料駐車券をお渡しさせて頂きます。）

主 催 日本政策金融公庫
松本支店、長野支店、伊那支店、小諸支店

長野県信用組合

協 力 ジェトロ長野貿易情報センター、国際人材協力機構、

長野県、長野県産業振興機構、中小企業基盤整備機構、

長野県発明協会、日本貿易保険、八十二銀行、長野銀行、

長野信用金庫、松本信用金庫、上田信用金庫

諏訪信用金庫、飯田信用金庫、アルプス中央信用金庫

【お問い合わせ先】＿
日本政策金融公庫 松本支店 【事務局】 日本政策金融公庫 長野支店 .

中小企業事業 ℡０２６３－３３－０３００（担当：鈴木） 国民生活事業 ℡０２６－２３３－２１４１（担当：奥間）
国民生活事業 ℡０２６３－３３－７０７０（担当：金子） 農林水産事業 ℡０２６－２３３－２１５２（担当：土田）
日本政策金融公庫 伊那支店    日本政策金融公庫 小諸支店 .

国民生活事業 ℡０２６５－７２－５１９５（担当：中村） 国民生活事業 ℡０２６７－２２－２５９１（担当：上田）

国際人材協力機構 長野駐在事務所 所長 藍原 哲司 様

参加方法

日 時

場 所

講演 ➊

講演 ➋

講演 ➌

「米国トランプ政権発足後の国際情勢と日本企業への影響」
ジェトロ調査部 国際経済課 課長 伊藤 博敏 様

相談会 ※希望者には講演前に各機関の「個別相談会」を実施します｡
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